第３章　災害想定
　特別防災区域に係る災害は、火災、爆発、石油等の漏洩若しくは流出その他の事故又は地震、津波その他の異常な自然現象により生じる被害をいう。

なお、平成１５年度には、「石油コンビナートの防災アセスメント指針」（消防庁）等により、平常時、地震時（東南海・南海地震を想定）における災害想定及び東南海・南海地震時の津波による浸水予測を行った。

第１節　特別防災区域における想定災害
第１　陸上災害
特別防災区域に係る災害想定のうち、陸上災害を例示すると以下のとおりである。
　
　１　火災及び爆発
　⑴　石油等のタンク火災
　　　　浮屋根式タンクのタンク側板と消火堰板との間のリング火災及び全面火災、並びに固定屋根式タンクの液面全面火災
　　⑵　防油（液）堤内火災
　　　　石油及び可燃性の液化ガスがタンクから流出した場合の防油（液）堤内液面火災
　　⑶　石油精製等のプラントの火災及び爆発
　　　　石油精製、石油化学、ガス製造及び発電等のプラントにおける火災及び爆発
　　⑷　移送設備等の火災及び爆発
　　　　危険物の移送取扱所、移動タンク貯蔵所、高圧ガス導管、高圧ガス容器固定車両、石油
　　　及び高圧ガス容器積載車両の火災及び爆発
　
　２　石油等の漏洩若しくは流出
　　⑴　石油、可燃性ガス、毒性ガス及び毒物・劇物等の漏洩
　　⑵　貯蔵施設からの油流出
　　⑶　津波による石油タンク、危険物・高圧ガス容器等の流出
　
　３　航空機事故による産業災害
　　　特別防災区域に影響を与える航空機事故
　
第２　海上災害

　　特別防災区域に係る災害想定のうち、海上災害を例示すると以下のとおりである。
　１　火災
　　　陸上の貯蔵施設及び製造設備に影響を及ぼす海面火災及び船舶火災
　
　２　石油等の漏洩若しくは流出
　　⑴　陸上の貯蔵施設及び桟橋に係留された船舶からの油流出
　　⑵　船舶事故等による流出油の漂着
　　⑶　津波による石油タンク、危険物・高圧ガス容器等の漂着
第２節　平常時に想定される災害
　
特別防災区域に係る陸上災害（平常時）の想定される災害等は次表のとおりである。
「石油コンビナート等特別防災区域防災対策調査」（平成１５年度）による災害想定等

	地　区
	施設区分
	想定される災害
	災害の影響範囲（※）

	大阪北港
	①危険物貯蔵タンク（第一石油類）

②毒性液体貯

蔵タンク

③その他施設
	防油堤内火災

漏洩ガスの拡散

火災・漏洩・爆発等
	①火災の影響範囲が高架道路に届くことが考えられるが、走行車両に損傷を与える可能性はほとんどない。

②漏洩ガスの拡散の影響範囲が事業所の周辺道路の一部に届くことが考えられる。

③特別防災区域外への影響は考えられない。

	堺泉北臨海
	①製造施設

②その他施設
	漏洩ガスの爆発・拡散

火災・漏洩・爆発等
	①爆発・拡散の影響範囲が事業所の周辺道路の一部に届くことが考えられるが、一般地域への影響は考えられない。

②特別防災区域外への影響は考えられない。

	関西国際空港

岬
	危険物貯蔵タンク、発電施設等
	漏洩・爆発・拡散等
	特別防災区域外への影響は考えられない。


（※　影響範囲とは）

	災害の種類
	定           義

	液面火災
	人体が単位時間に受ける放射熱の許容限界（2,000 kcal/㎡ｈ）
概ね数１０秒間受けることにより痛みを感じる程度の熱量が算出される範囲

	可燃性ガスの拡散
	可燃性ガスの爆発限界（通常爆発する可能性がある濃度）の１／２の濃度に拡散する範囲

	爆発
	鼓膜障害等人体に対する影響が生じる範囲

	毒性ガス
	３０分以内に救出されないと元の健康状態に回復しない濃度に拡散する範囲


第３節　地震、津波その他の異常な自然現象
　　　　　　　　　により想定される災害
　地震、津波その他の異常な自然現象により生じる災害のうち、平成８年度には、特に地震による災害を想定した防災対策の策定に当たって、「地震被害想定調査」及び「石油コンビナート区域等防災対策調査」の結果を踏まえ、特別防災区域における災害の想定及びその影響について予測、検討を行った。

　また、平成１５年度には、特別防災区域の状況の変化及び東南海・南海地震の発生の懸念を受けて、「石油コンビナートの防災アセスメント指針」(消防庁)による災害想定及びその影響について評価するとともに、東南海・南海地震時の津波による浸水予測等を行った。
　平成１７年度には東南海・南海地震の連動発生における災害想定に変更を行った。

　平成２３年３月に発生した東日本大震災を受け、これまでの災害想定における津波による浸水予測の２倍高さを、暫定措置として新たな災害想定とした。
第１　「石油コンビナート区域等防災対策調査」（平成８年度）による想定災害

１　地震の想定
　　特別防災区域の各地区において想定される震度は次のとおりである。
	特別防災区域
	震源活断層
	想定震度

	大阪北港地区
堺泉北臨海地区

関西国際空港地区

　
岬地区
	（生駒断層系）
（上町断層系）
（上町断層系）

（中央構造線）

（中央構造線）
	震度６弱（一部で震度６強）
震度６弱（一部で震度６強）

震度５強（一部で震度６弱）

　

震度６弱


２　想定される災害
　　　主なコンビナート施設において、安全水準（注）以上の確率で想定される災害は次のとおりである。
　　　なお、安全水準以上の確率で想定される災害による影響については、既に以下のとおり防止対策が実施されており、現況においては特別防災区域外に直接的な影響を与えることは考えられない。
	施　　設
	安全水準以上の確率で

想定される災害
	想定される災害
による影響
	影響の防止対策

	危

険

物

タ

ン

ク
	固定屋根式

タンク
	・配管損傷による少量・中量流出及び流出油に着火する火災

・配管の緊急遮断設備前又はタンク本体の小破損による大量流出

・タンク本体の破損による全量流出
	流出火災による放射熱が大阪北港地区内を通過する一部高架道路に多少の影響を与える可能性がある。
	高架道路については設計段階でコンビナート災害に対する影響評価が実施されており、放射熱対策として遮熱板や放水銃が設置されている。
（平成３年９月）

	
	浮き屋根式

タンク
	・浮き屋根式タンクシール部からの漏洩によるタンク小火災

・地震時のスロッシングによる浮き屋根からの溢流及び流出油に着火する火災

・配管損傷による少量・中量流出及び流出油に着火する火災

・配管の緊急遮断設備前又はタンク本体の小破損による大量流出
	
	


	高圧ガスタンク
	可燃性ガス

タンク
	・配管損傷による少量漏洩及び漏洩拡散したガスに着火する火災又は爆発
	特別防災区域外への影響はない。
	

	
	毒性ガス

タンク
	・配管損傷による少量漏洩及び漏洩したガスの拡散
	
	

	毒劇物タンク
	毒劇物
タンク
（液体）
	・配管損傷による少量・中量流出及び流出物の蒸発拡散
・配管の緊急遮断設備前の破損又は液体タンクの小破損による大量流出及び流出物の少量の蒸発拡散
・タンク本体の破損による全量流出及び流出物の蒸発拡散
	特別防災区域外への影響はない。
	

	プラント
	生産

プラント
	・装置の損傷又はプロセス制御の異常による可燃性液体の少量流出及び流出物の火災並びに可燃性ガスの少量漏洩及び漏洩したガスの拡散又は爆発
・装置の損傷等による毒性ガスの少量漏洩及び漏洩ガスの拡散
	堺泉北臨海地区において、一部周辺高架道路に可燃性ガスによる影響を与える可能性がある。
ただし、爆発下限界の１／２となる濃度の範囲がわずかにかかる程度である。
	拡散防止対策として道路境界付近に立体緑地及び水幕設備が設置されている。
（昭和61年10月）

	
	発電
プラント
	・燃料配管の損傷による少量流出及び流出した燃料に着火する火災
・装置の損傷等による毒性ガスの少量漏洩及び漏洩ガスの拡散
	特別防災区域外への影響はない。
	

	導管
	高圧ガス
地下埋設

導管
	・該当する災害はない
	
	


　
　
　　※　関西国際空港地区　→　想定災害が特別防災区域外及び空港内の給油センター以外の
　　　　　　　　　　　　　　　施設に影響を与えることはない。
　　　　 eq \o\ad(岬地区,　　　　　　　　)　→　想定災害が特別防災区域外に影響を与えることはない。
　（注）安全水準
　　　　安全工学の分野で、平常時においては、事故等の死亡確率などから、災害の影響を受け
　　　る第三者の立場からみた社会的に許容される災害発生確率を１０－６（／年）とすることが

提案されており、これをコンビナート施設の災害発生確率における安全水準とした。
　　　　また、大阪府域に大きな影響を与える直下型地震が発生する確率は１０－３～１０－４（／年）程度と考えられていることから、地震時におけるコンビナート施設の災害発生確率の安全水準として１０－３（／地震）を設定すると平常時の水準と同等あるいはそれ以下になると考えられる。
第２　「石油コンビナート等特別防災区域防災対策調査」（平成１５年度）による災害想定等

１　前提とした地震

　　　東南海・南海地震（震度５強から６弱）

　

　２　想定される災害及び影響範囲

　　　東南海・南海地震（地震動）に伴い、想定される災害及びその影響範囲は次のとおりであ
る。

	地　区
	施設区分
	想定される災害
	災害の影響範囲（※）

	大阪北港
	①危険物貯蔵タンク（第一石油類）

②毒性液体貯蔵タンク

③その他施設
	防油堤内火災

漏洩ガスの拡散

火災・漏洩・爆発等
	①火災の影響範囲が高架道路に届くことが考えられるが、走行車両に損傷を与える可能性はほとんどない。

②漏洩ガスの拡散の影響範囲が事業所の周辺道路の一部に届くことが考えられる。

③特別防災区域外への影響は考えられない。

	堺泉北臨海
	①製造施設

②その他施設
	漏洩ガスの爆発・拡散

火災・漏洩・爆発等
	①爆発・拡散の影響範囲が事業所の周辺道路の一部に届くことが考えられるが、一般地域への影響は考えられない。

②特別防災区域外への影響は考えられない。

	関西国際空港

岬
	危険物貯蔵タンク、発電施設等
	漏洩・爆発・拡散等
	特別防災区域外への影響は考えられない。


（※　影響範囲とは）

	災害の種類
	定           義

	液面火災
	人体が単位時間に受ける放射熱の許容限界（2,000 kcal/㎡ｈ）
概ね数１０秒間受けることにより痛みを感じる程度の熱量が算出される範囲

	可燃性ガスの拡散
	可燃性ガスの爆発限界（通常爆発する可能性がある濃度）の１／２の濃度に拡散する範囲

	爆発
	鼓膜障害等人体に対する影響が生じる範囲

	毒性ガス
	３０分以内に救出されないと元の健康状態に回復しない濃度に拡散する範囲


３　津波による浸水予測及び想定される災害等

前提とした地震が起こったときの津波シミュレーション結果から、沿岸での最大津波水位

と護岸高さを比較し、越流箇所を推定した。
浸水が予想される区域において、レベル湛水法（津波水位と同じ地盤高さまで浸水すると
考える手法）により、浸水する可能性のある地域を推定した結果及び想定される災害等は以
下のとおりである。
	地　区
	浸水予測（可能性）
	想定される災害等

	堺泉北臨海
	堺エリア
（堺市）
	浸水する可能性あり

浸水深さ

（～１．２ｍ）
	・危険物タンクの防油堤内には浸水する可能性はない。
・流動物により防油堤外の配管が破損し、流出した油が浸水により拡大し、場合によっては火災に至る可能性がある。

	
	
	
	・地震の揺れにより配管等からの油流出や火災が、浸水により拡大する可能性がある。

	
	泉北エリア
（堺市・高石市・泉大津市）
	浸水する可能性あり

浸水深さ

（～１．２ｍ）
	・大規模危険物タンクの防油堤内に浸水する可能性はない。

・一部、防油堤の低いタンクが浸水する可能性がある。
・流動物により防油堤外の配管が破損し、流出した油が浸水により拡大し、場合によっては火災に至る可能性がある。

	
	
	
	・地震の揺れによる配管等からの油流出や火災が、浸水により拡大する可能性がある。

	大阪北港
関西国際空港
岬
	浸水する可能性はない。


４　地震（スロッシング）による被害

　　東南海・南海地震は、平成１５年９月に起こった十勝沖地震と同様、大阪府内でもスロッシ
ングによる被害の発生が懸念されるため、十勝沖地震を含めた過去の被害事例をもとに、想定
される災害及びその影響範囲の検討結果は以下のとおりである。

（※　スロッシング：地震波と容器内の液体が共振して液面が大きく揺れる現象）
	地　区
	施設区分
	想定される災害
	災害の影響範囲

	堺泉北臨海岬
	危険物タンク

（浮き屋根式）
	・スロッシングによる内容物の流出・着火
（仕切堤内）
・浮き屋根が沈降しタンク全面で火災
	特別防災区域外への影響は考えられない。


資料３－１　石油コンビナート事故（資料編）
　　　　資料３－２　大阪府石油コンビナート区域等防災対策調査（概要）（資料編）

　　　　　　　　　　（平成９年３月）

資料３－３　大阪府石油コンビナート等特別防災区域防災対策調査報告書（概要）
（資料編）（平成１６年３月）
第３　東日本大震災（平成２３年３月１１日発生）を踏まえた災害想定

　本節第２で想定した津波による浸水予測については、平成１７年度に東南海・南海地震の連動が想定されたことから、被害想定の見直しを実施した。結果は本節第２で予測した浸水予測と同じであった。

　しかし、東日本大震災（平成２３年３月１１日発生）における津波被害を踏まえ、最大津波水位を２倍した水位を本想定における新たな最大津波水位とする。想定の手法については、沿岸での最大津波水位と護岸高さを比較し、越流箇所を推定した。その結果、想定される浸水予測は以下のとおりである。

	地　区
	浸水予測（可能性）

	大阪北港
	大阪市此花区
	～５．６ｍ

	堺泉北臨海
	堺エリア
（堺市堺区、堺市西区築港新町・石津西町）
	～４．２ｍ

	
	
	

	
	泉北エリア

（堺市西区築港浜寺町・築港浜寺西町・高石市・泉大津市）
	～４．２ｍ

	
	
	

	関西空港
	泉佐野市・田尻町・泉南市
	～１．３ｍ

	岬
	岬町
	～０．４ｍ


　なお、本想定について今後の中央防災会議等により新たに科学的知見が得られた場合には、速やかに想定の変更を行う。
第４　防災対策における今後の課題
　　防災関係機関等は、地震災害に対して、本計画と府及び市町地域防災計画が同時に支障なく
機能するよう整合を図っておく必要がある。
　　また、想定した規模を上回る災害が発生する可能性を考慮し、本計画に定める予防対策に加
えて、常に新しい知見の収集や防災資機材の充実強化に努めるなど、万一大きな災害が発生し
た場合にも、混乱せず十分な対応ができる対策を講じていくことが求められる。
　　特定事業所等は、津波シミュレーション結果や今後得られる新たな知見に基づき、事業所の
態様に応じた津波被害を想定し、対策を講じていくことが望まれる。
　　　　
第４節　関西国際空港地区に係る災害
　関西国際空港地区は２４時間運用される海上空港で、常時、空港施設内に不特定多数の利用者等が滞在しているという他の３地区とは異なる特性を有した特別防災区域であり、これを踏まえた災害の想定を行う。
　関西国際空港地区に係る災害想定を例示すると以下のとおりである。
　１　陸上災害
　　　危険物施設、高圧ガス施設等における火事、爆発等及びこれに伴う大量の要救助者の発生
　２　海上災害
　　　危険物貯蔵施設からの海上流出及び船舶事故等による流出油の漂着等及びこれに伴う大量の要救助者の発生
　３　自然災害
　　　地震、津波その他の異常な自然現象によって生じる災害及びこれに伴う大量の要救助者の発生
　４　航空機事故による災害
　　　空港施設等における大量の負傷者等を発生する航空機事故及びこれに伴う大量の要救助者
　の発生
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